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○声明の内容は別紙の通りです。 

 

 

全国社会保険労務士会連合会会長大西健造は、国土交通省が、平成 28年１月以降

に建設業許可の更新期限を迎える社会保険未加入事業者約 51,400社に対し、社会保

険への加入を促す大臣名の指導書を送付したところ、誤って加入事業所である事業

者へも送付されていた事案について、声明を発表しました。 

本声明において、大西会長は「今回の事案は、従来から建設業界に限らず社会保

険の加入促進に取り組んでいる社会保険労務士の活動を阻害するだけでなく、既に

加入となった顧問先事業所からの信用を害することになりかねない。」とし、国土交

通省に対し、正確な社会保険の加入状況の把握及び再発防止を強く望むとの考えを

示しました。 

同時に、労働・社会保険に関する法律、人事・労務管理の専門家で国家資格者で

ある社会保険労務士が全面的に対応する事項についても表明しました。 

国土交通省が発出した社会保険未加入事業者に対する 

指導書の加入事業所への誤送付に関して 

全国社会保険労務士会連合会会長が声明を発表 
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国土交通省が発出した社会保険未加入事業者に対する指導書の 

加入事業所への誤送付に関する会長声明 
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 国土交通省が平成 28 年１月以降に建設業許可の更新期限を迎える社会保険未

加入事業者約 51,400社に対し、大臣名の指導書（平成 27年 11月２日付国土建

推第 35号）を一斉送付したところ、既に加入事業所となっている事業者に対し

て誤って送付されていることが判明したところです。 

 当該事案に関しまして、以下のとおり、声明を発表します。 

 

社会保険労務士は、従来から建設業界に限らず社会保険の加入促進に取り組

んでおり、とりわけ、建設業界に関しては昨今の国土交通省が推進している社

会保険未加入対策の施策について、積極的に協力してきたところである。 

しかしながら、今回の事案はこれまで社会保険の加入を促進してきた全国の

社会保険労務士の活動を阻害するだけでなく、社会保険労務士が事業所の社会

保険の手続き等を代行し、既に加入となった顧問先事業所からの信用を害する

ことになりかねない。 

国土交通省に対しては、厚生労働省及び日本年金機構と連絡を密にし、正確

な社会保険の加入状況の把握に努めるとともに、再発が防止されるよう強く望

むところである。 

 

なお、以下について、労働・社会保険に関する法律、人事・労務管理の専門

家で国家資格者である社会保険労務士が全面的に対応することを表明する。 

 

 

１． 既に加入事業所となっている事業者の不安解消に向けた加入状況の確認 

 

２． 社会保険への加入を検討する事業所について、事務手続、保険料、事業

所における加入義務のある従業員の確認等についての相談 

 


